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１. 補正予算案

議案第 138 号 令和３年度福岡市一般会計補正予算案（第３号）　　　

(△印　減　、　単位：千円)

歳　 出　 合　 計  222,427,307  1,583,498  1,583,498 

その他（本補正外）  6,151,635 － － 

(4) 保 健 福 祉 費  216,275,672  1,583,498  1,583,498 

その他（本補正外）  25,829,306 －  25,829,306 

特定財源

歳　入　合　計  110,134,377  1,583,498  111,717,875 

歳　出

款 補正前の額 補正額
補正額の　

総　括

歳　入

款 補正前の額 補正額 合　計

(19) 国庫支出金  84,305,071  1,583,498  85,888,569 
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(△印　減　、　単位：千円)

－  224,010,805  111,717,875  112,292,930 

 217,859,170  110,015,479  107,843,691 

－  6,151,635  1,702,396 

－ 

 4,449,239 

　財源内訳
合　計

補正後の財源内訳

一般財源 特定財源 一般財源
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議案第 138 号 令和３年度福岡市一般会計補正予算案（第３号）　　　

（歳出）

関連歳入

(19)

保健福祉費 社会福祉費 社 会 福 祉
総 務 費

 1,583,498 

1,583,498

社 会 福 祉 費
補 助 金

その他（本補正外）  218,149,474 －  218,149,474 

歳　　出　　合　　計  222,427,307  1,583,498  224,010,805 

 5,861,331 
P５

～

 4,277,833 

国庫支出金

P４ 4 1 1

補正額 計

予算案
説明書
の掲載
ページ

款 項 目 補正前の額
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(△印　減　、　単位：千円)

１．生活困窮者自立支援法関連経費の追加

生活困窮者自立支援事業

生活困窮者自立支援金の支給に伴う追加

計  825,459  1,583,498  2,408,957 
その他の経費（本補正外）  535 －  535 

委託料  319,620  142,463  462,083 
扶助費  503,597  1,440,000 

1,583,498

区　　分

 1,943,597 

補正前の額 補正額 計

役務費  1,431  837  2,268 
需用費［印刷消耗品費］  276  198  474 

説　　　　　明
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２. 条例案

議案第 141 号 

福岡市保護施設等の設備及び運営の基準を定める条例の一部を改正する条例案 

１ 改正理由 

  救護施設，更生施設，授産施設及び宿所提供施設の設備及び運営に関する基準の一部改 

正に伴い，救護施設等に感染症の発生又はまん延の防止のための措置を講じるよう義務づ

ける等の必要があるによる。 

２ 改正内容 

(1) ハラスメントの防止等に係る規定の追加（第 11条の２関係）

(2) 業務継続計画の策定等の義務化（第 11条の３関係）

(3) 非常災害の訓練実施に係る地域住民との連携の規定の追加（第 12条第４項関係）

(4) 感染症の発生又はまん延の防止のための措置の義務化（第 21条第２項関係）

３ 施行期日 

  令和３年８月１日 

４ 福岡市保護施設等の設備及び運営の基準を定める条例新旧対照表 

※下線部分が改正部分

旧 新 

第１条～第 11条 （略） 

（新設） 

（新設） 

第１条～第 11条 （略） 

（就業環境の整備） 

第 11 条の２ 保護施設等は，利用者に対し

適切な処遇を行う観点から，職場におい

て行われる性的な言動又は優越的な関係

を背景とした言動であって業務上必要か

つ相当な範囲を超えたものにより職員の

就業環境が害されることを防止するため

の方針の明確化等の必要な措置を講じな

ければならない。 

（業務継続計画の策定等） 

第 11 条の３ 保護施設等は，感染症や非常

災害の発生時において，利用者に対する

処遇を継続的に行うための，及び非常時

の体制で早期の業務再開を図るための計

画（以下「業務継続計画」という。）を策

定し，当該業務継続計画に従い必要な措

置を講じなければならない。 
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（非常災害対策） 

第 12 条 （略） 

２・３ （略） 

（新設） 

第 13 条～第 20条 （略） 

（衛生管理等） 

第 21 条 （略） 

２ 救護施設は，当該救護施設において感

染症が発生し，又はまん延しないように

必要な措置を講じるよう努めなければな

らない。 

以下略 

２ 保護施設等は，職員に対し，業務継続

計画について周知するとともに，必要な

研修及び訓練を定期的に実施しなければ

ならない。 

３ 保護施設等は，定期的に業務継続計画

の見直しを行い，必要に応じて業務継続

計画の変更を行うものとする。 

（非常災害対策） 

第 12条 （略） 

２・３ （略） 

４ 保護施設等は，前項に規定する訓練の

実施に当たって，地域住民の参加が得ら

れるよう連携に努めなければならない。 

第 13条～第 20条 （略） 

（衛生管理等） 

第 21条 （略） 

２ 救護施設は，当該救護施設において感

染症又は食中毒が発生し，又はまん延し

ないように，次に掲げる措置を講じなけ

ればならない。 

(1) 当該救護施設における感染症及び食

中毒の予防及びまん延の防止のための対

策を検討する委員会（テレビ電話装置そ

の他の情報通信機器を活用して行うこと

ができるものとする。）を定期的に開催す

るとともに，その結果について，職員に

周知徹底を図ること。 

(2) 当該救護施設における感染症及び食

中毒の予防及びまん延の防止のための指

針を整備すること。 

(3) 当該救護施設において，職員に対

し，感染症及び食中毒の予防及びまん延

の防止のための研修並びに感染症の予防

及びまん延の防止のための訓練を定期的

に実施すること。 

以下略 
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参考資料 

救護施設，更生施設，授産施設及び宿所提供施設の設備及び運営に関する基準（抄） 

※下線部分が改正部分

改正前 改正後 

（新設） 

（新設） 

（非常災害対策） 

第７条 

（新設） 

（衛生管理等） 

第 15 条 

２ 救護施設は，当該救護施設において感

（就業環境の整備） 

第６条の３ 救護施設等は，利用者に対し

適切な処遇を行う観点から，職場におい

て行われる性的な言動又は優越的な関係

を背景とした言動であつて業務上必要か

つ相当な範囲を超えたものにより職員の

就業環境が害されることを防止するため

の方針の明確化等の必要な措置を講じな

ければならない。 

（業務継続計画の策定等） 

第６条の４ 救護施設等は，感染症や非常

災害の発生時において，利用者に対する

処遇を継続的に行うための，及び非常時

の体制で早期の業務再開を図るための計

画（以下「業務継続計画」という。）を策

定し，当該業務継続計画に従い必要な措

置を講じなければならない。 

２ 救護施設等は，職員に対し，業務継続

計画について周知するとともに，必要な

研修及び訓練を定期的に実施しなければ

ならない。 

３ 救護施設等は，定期的に業務継続計画

の見直しを行い，必要に応じて業務継続

計画の変更を行うものとする。 

（非常災害対策） 

第７条 

３ 救護施設等は，前項に規定する訓練の

実施に当たつて，地域住民の参加が得ら

れるよう連携に努めなければならない。 

（衛生管理等） 

第 15条 

２ 救護施設は，当該救護施設において感
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染症が発生し，又はまん延しないように

必要な措置を講ずるよう努めなければな

らない。 

（新設） 

（新設） 

（新設） 

染症又は食中毒が発生し，又はまん延し

ないように，次の各号に掲げる措置を講

じなければならない。 

(1) 当該救護施設における感染症及び食

中毒の予防及びまん延の防止のための対

策を検討する委員会（テレビ電話装置そ

の他の情報通信機器を活用して行うこと

ができるものとする。）を定期的に開催す

るとともに，その結果について，職員に

周知徹底を図ること。 

(2) 当該救護施設における感染症及び食

中毒の予防及びまん延の防止のための指

針を整備すること。 

(3) 当該救護施設において，職員に対

し，感染症及び食中毒の予防及びまん延

の防止のための研修並びに感染症の予防

及びまん延の防止のための訓練を定期的

に実施すること。 
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議案第 146 号 

福岡市指定障がい福祉サービスの事業等の人員，設備及び運営の基準等を定める条例

の一部を改正する条例案 

１ 改正理由 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サ

ービスの事業等の人員，設備及び運営に関する基準の一部改正に鑑み，指定障害福祉サー

ビス事業者における諸記録について電磁的記録による作成等を認める等の必要があるによ

る。

２ 改正内容 

(1) 指定障害福祉サービス事業者における諸記録の作成，保存等について，電磁的記録に

よる対応を認める。（第 212条第１項関係） 

(2) 利用者等への説明，同意等のうち，書面で行うものについて，電磁的方法による対応

を認める。（第 212条第２項関係） 

(3) その他規定の整備を行う。

３ 施行期日 

令和３年７月１日（ただし，電磁的記録等による対応に係るもの以外の改正は，公布の

日） 

４ 福岡市指定障がい福祉サービスの事業等の人員，設備及び運営の基準等を定める条例新

旧対照表 

※下線部分が改正部分

旧 新 

目次 目次 

第１章～第16章 （略） 第１章～第16章 （略） 

第17章 離島その他の地域における基準

該当障害福祉サービスに関する

基準（第207条―第211条） 

第17章 離島その他の地域における基準

該当障害福祉サービスに関する

基準（第207条―第211条） 

第18章 雑則（第212条） 

附則 附則 

第１条～第210条 （略） 第１条～第210条 （略） 

 （準用） 

第211条 第10条から第13条まで，第15条か

ら第18条まで，第20条，第21条，第24条

第２項，第29条，第34条の２，第36条の

（準用） 

第211条 第10条から第13条まで，第15条か

ら第18条まで，第20条，第21条，第24条

第２項，第29条，第34条の２，第36条の
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２から第42条まで，第44条，第60条から

第63条まで，第69条，第71条から第73条

まで，第77条，第78条，第84条，第89条

から第91条まで，第92条（第10号を除

く。）及び第93条から第95条までの規定

は，特定基準該当障害福祉サービスの事

業について準用する。この場合におい

て，第10条第１項中「第32条」とあるの

は「第211条第１項において準用する第92

条」と，第16条中「介護給付費」とある

のは「特例介護給付費又は特例訓練等給

付費」と，第21条第２項中「次条第１項

から第３項まで」とあるのは「第211条第

２項において準用する第85条第２項及び

第３項，第211条第３項及び第５項におい

て準用する第147条第２項及び第３項並び

に第211条第４項において準用する第158

条第２項及び第３項」と，第24条第２項

中「第22条第２項」とあるのは「第211条

第２項において準用する第85条第２項，

第211条第３項及び第５項において準用す

る第147条第２項並びに第211条第４項に

おいて準用する第158条第２項」と，第37

条第３項中「指定居宅介護事業者等」と

あるのは「障害福祉サービス事業を行う

者等」と，第42条中「指定居宅介護事業

所ごとに経理を区分するとともに，指定

居宅介護の事業の会計をその他の事業の

会計と」とあるのは「その提供する特定

基準該当障害福祉サービスの事業ごと

に，その会計を」と，第60条第１項中

「次条第１項」とあるのは「第211条第１

項において準用する次条第１項」と，

「療養介護計画」とあるのは「特定基準

該当障害福祉サービス計画」と，第61条

中「療養介護計画」とあるのは「特定基

準該当障害福祉サービス計画」と，同条

第８項中「６月」とあるのは「６月（特

定基準該当障害福祉サービス計画のうち

特定基準該当自立訓練（機能訓練）に係

２から第42条まで，第44条，第60条から

第63条まで，第69条，第71条から第73条

まで，第77条，第78条，第84条，第89条

から第91条まで，第92条（第10号を除

く。）及び第93条から第95条までの規定

は，特定基準該当障害福祉サービスの事

業について準用する。この場合におい

て，第10条第１項中「第32条」とあるの

は「第211条第１項において準用する第92

条」と，第16条中「介護給付費」とある

のは「特例介護給付費又は特例訓練等給

付費」と，第21条第２項中「次条第１項

から第３項まで」とあるのは「第211条第

２項において準用する第85条第２項及び

第３項，第211条第３項及び第５項におい

て準用する第147条第２項及び第３項並び

に第211条第４項において準用する第158

条第２項及び第３項」と，第24条第２項

中「第22条第２項」とあるのは「第211条

第２項において準用する第85条第２項，

第211条第３項及び第５項において準用す

る第147条第２項並びに第211条第４項に

おいて準用する第158条第２項」と，第37

条第３項中「指定居宅介護事業者等」と

あるのは「障害福祉サービス事業を行う

者等」と，第42条中「指定居宅介護事業

所ごとに経理を区分するとともに，指定

居宅介護の事業の会計をその他の事業の

会計と」とあるのは「その提供する特定

基準該当障害福祉サービスの事業ごと

に，その会計を」と，第60条第１項中

「次条第１項」とあるのは「第211条第１

項において準用する次条第１項」と，

「療養介護計画」とあるのは「特定基準

該当障害福祉サービス計画」と，第61条

中「療養介護計画」とあるのは「特定基

準該当障害福祉サービス計画」と，同条

第８項中「６月」とあるのは「６月（特

定基準該当障害福祉サービス計画のうち

特定基準該当自立訓練（機能訓練）に係
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る計画又は特定基準該当自立訓練（生活

訓練）に係る計画にあっては，３月）」

と，第62条中「前条」とあるのは「第211

条第１項において準用する前条」と，第

78条第２項第１号中「第61条第１項」と

あるのは「第211条第１項において準用す

る第61条第１項」と，「療養介護計画」

とあるのは「特定基準該当障害福祉サー

ビス計画」と，同項第２号中「第56条第

１項」とあるのは「第211条第１項におい

て準用する第20条第１項」と，同項第３

号中「第68条」とあるのは「第211条第１

項において準用する第91条」と，同項第

４号から第６号までの規定中「次条」と

あるのは「第211条第１項」と，第91条第

２号中「介護給付費又は特例介護給付

費」とあるのは「特例介護給付費」と，

第95条第１項中「前条」とあるのは「第

211条第１項において準用する前条」と読

み替えるものとする。  

 

２～５ （略） 

 

る計画又は特定基準該当自立訓練（生活

訓練）に係る計画にあっては，３月）」

と，第62条中「前条」とあるのは「第211

条第１項において準用する前条」と，第

78条第２項第１号中「第61条第１項」と

あるのは「第211条第１項において準用す

る第61条第１項」と，「療養介護計画」

とあるのは「特定基準該当障害福祉サー

ビス計画」と，同項第２号中「第56条第

１項」とあるのは「第211条第１項におい

て準用する第20条第１項」と，同項第３

号中「第68条」とあるのは「第211条第１

項において準用する第91条」と，同項第

４号から第６号までの規定中「次条」と

あるのは「第211条第１項」と，第91条第

２号中「介護給付費又は特例介護給付

費」とあるのは「特例介護給付費又は特

例訓練等給付費」と，第95条第１項中

「前条」とあるのは「第211条第１項にお

いて準用する前条」と読み替えるものと

する。 

２～５ （略） 

 

 （新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第18章 雑則 

（電磁的記録等） 

第212条 指定障害福祉サービス事業者及び

その従業者は，作成，保存その他これら

に類するもののうち，この条例の規定に

おいて書面（書面，書類，文書，謄本，

抄本，正本，副本，複本その他文字，図

形等人の知覚によって認識することがで

きる情報が記載された紙その他の有体物

をいう。以下この条において同じ。）で

行うことが規定されている又は想定され

るもの（第11条第１項（第45条第１項及

び第２項，第45条の４，第50条第１項及

び第２項，第96条，第96条の５，第124

条，第150条，第150条の４，第160条，第

160条の４，第173条，第186条，第191

条，第195条，第195条の12，第195条の20
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以下略 

並びに前条第１項において準用する場合

を含む。），第15条（第45条第１項及び

第２項，第45条の４，第50条第１項及び

第２項，第79条，第96条，第96条の５，

第111条，第111条の４，第124条，第150

条，第150条の４，第160条，第160条の

４，第173条，第186条，第191条，第195

条，第195条の12，第195条の20，第202

条，第202条の11，第202条の22並びに前

条第１項において準用する場合を含

む。），第55条第１項，第105条第１項

（第111条の４において準用する場合を含

む。），第200条の２第１項（第202条の

11及び第202条の22において準用する場合

を含む。）及び次項に規定するものを除

く。）については，書面に代えて，当該

書面に係る電磁的記録（電子的方式，磁

気的方式その他人の知覚によっては認識

することができない方式で作られる記録

であって，電子計算機による情報処理の

用に供されるものをいう。）により行う

ことができる。 

２ 指定障害福祉サービス事業者及びその

従業者は，交付，説明，同意，締結その

他これらに類するもの（以下「交付等」

という。）のうち，この条例の規定にお

いて書面で行うことが規定されている又

は想定されるものについては，当該交付

等の相手方の承諾を得て，当該交付等の

相手方が利用者である場合には当該利用

者に係る障がいの特性に応じた適切な配

慮をしつつ，書面に代えて，電磁的方法

（電子的方法，磁気的方法その他人の知

覚によって認識することができない方法

をいう。）によることができる。 

 

以下略 
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参考資料 

 
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービ

スの事業等の人員，設備及び運営に関する基準（抄） 

※下線部分が改正部分 

改正前 改正後 

目次 

第一章〜第十九章 （略） 

 

附則 

 

（準用） 

第二百二十三条 第九条から第十二条ま

で，第十四条から第十七条まで，第十九

条，第二十条，第二十三条第二項，第二

十八条，第三十三条の二，第三十五条の

二から第四十一条まで，第五十七条から

第六十条まで，第六十六条，第六十八条

から第七十条まで，第七十四条，第七十

五条，第八十一条，第八十六条から第八

十八条まで，第八十九条（第十号を除

く。）及び第九十条から第九十二条まで

の規定は，特定基準該当障害福祉サービ

スの事業について準用する。この場合に

おいて，第九条第一項中「第三十一条」

とあるのは「第二百二十三条第一項にお

いて準用する第八十九条」と，第十五条

中「介護給付費」とあるのは「特例介護

給付費又は特例訓練等給付費」と，第二

十条第二項中「次条第一項から第三項ま

で」とあるのは「第二百二十三条第二項

において準用する第八十二条第二項及び

第三項，第二百二十三条第三項及び第五

項において準用する第百五十九条第二項

及び第三項並びに第二百二十三条第四項

において準用する第百七十条第二項及び

第三項」と，第二十三条第二項中「第二

十一条第二項」とあるのは「第二百二十

三条第二項において準用する第八十二条

第二項，第二百二十三条第三項及び第五

目次 

第一章〜第十九章 （略） 

第二十章 雑則（第二百二十四条） 

附則 

 

（準用） 

第二百二十三条 第九条から第十二条ま

で，第十四条から第十七条まで，第十九

条，第二十条，第二十三条第二項，第二

十八条，第三十三条の二，第三十五条の

二から第四十一条まで，第五十七条から

第六十条まで，第六十六条，第六十八条

から第七十条まで，第七十四条，第七十

五条，第八十一条，第八十六条から第八

十八条まで，第八十九条（第十号を除

く。）及び第九十条から第九十二条まで

の規定は，特定基準該当障害福祉サービ

スの事業について準用する。この場合に

おいて，第九条第一項中「第三十一条」

とあるのは「第二百二十三条第一項にお

いて準用する第八十九条」と，第十五条

中「介護給付費」とあるのは「特例介護

給付費又は特例訓練等給付費」と，第二

十条第二項中「次条第一項から第三項ま

で」とあるのは「第二百二十三条第二項

において準用する第八十二条第二項及び

第三項，第二百二十三条第三項及び第五

項において準用する第百五十九条第二項

及び第三項並びに第二百二十三条第四項

において準用する第百七十条第二項及び

第三項」と，第二十三条第二項中「第二

十一条第二項」とあるのは「第二百二十

三条第二項において準用する第八十二条

第二項，第二百二十三条第三項及び第五
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項において準用する第百五十九条第二項

並びに第二百二十三条第四項において準

用する第百七十条第二項」と，第三十六

条第三項中「指定居宅介護事業者等」と

あるのは「障害福祉サービス事業を行う

者等」と，第四十一条中「指定居宅介護

事業所ごとに経理を区分するとともに，

指定居宅介護の事業の会計をその他の事

業の会計と」とあるのは「その提供する

特定基準該当障害福祉サービスの事業ご

とに，その会計を」と，第五十七条第一

項中「次条第一項」とあるのは「第二百

二十三条第一項において準用する次条第

一項」と，「療養介護計画」とあるのは

「特定基準該当障害福祉サービス計画」

と，第五十八条中「療養介護計画」とあ

るのは「特定基準該当障害福祉サービス

計画」と，同条第八項中「六月」とある

のは「六月（特定基準該当障害福祉サー

ビス計画のうち特定基準該当自立訓練

（機能訓練）に係る計画又は特定基準該

当自立訓練（生活訓練）に係る計画にあ

っては，三月）」と，第五十九条中「前

条」とあるのは「第二百二十三条第一項

において準用する前条」と，第七十五条

第二項第一号中「第五十八条第一項」と

あるのは「第二百二十三条第一項におい

て準用する第五十八条第一項」と，「療

養介護計画」とあるのは「特定基準該当

障害福祉サービス計画」と，同項第二号

中「第五十三条の二第一項」とあるのは

「第二百二十三条第一項において準用す

る第十九条第一項」と，同項第三号中

「第六十五条」とあるのは「第二百二十

三条第一項において準用する第八十八

条」と，同項第四号から第六号まで中

「次条」とあるのは「第二百二十三条第

一項」と，第八十八条第二号中「介護給

付費又は特例介護給付費」とあるのは

「特例介護給付費」と，第九十二条第一

項において準用する第百五十九条第二項

並びに第二百二十三条第四項において準

用する第百七十条第二項」と，第三十六

条第三項中「指定居宅介護事業者等」と

あるのは「障害福祉サービス事業を行う

者等」と，第四十一条中「指定居宅介護

事業所ごとに経理を区分するとともに，

指定居宅介護の事業の会計をその他の事

業の会計と」とあるのは「その提供する

特定基準該当障害福祉サービスの事業ご

とに，その会計を」と，第五十七条第一

項中「次条第一項」とあるのは「第二百

二十三条第一項において準用する次条第

一項」と，「療養介護計画」とあるのは

「特定基準該当障害福祉サービス計画」

と，第五十八条中「療養介護計画」とあ

るのは「特定基準該当障害福祉サービス

計画」と，同条第八項中「六月」とある

のは「六月（特定基準該当障害福祉サー

ビス計画のうち特定基準該当自立訓練

（機能訓練）に係る計画又は特定基準該

当自立訓練（生活訓練）に係る計画にあ

っては，三月）」と，第五十九条中「前

条」とあるのは「第二百二十三条第一項

において準用する前条」と，第七十五条

第二項第一号中「第五十八条第一項」と

あるのは「第二百二十三条第一項におい

て準用する第五十八条第一項」と，「療

養介護計画」とあるのは「特定基準該当

障害福祉サービス計画」と，同項第二号

中「第五十三条の二第一項」とあるのは

「第二百二十三条第一項において準用す

る第十九条第一項」と，同項第三号中

「第六十五条」とあるのは「第二百二十

三条第一項において準用する第八十八

条」と，同項第四号から第六号まで中

「次条」とあるのは「第二百二十三条第

一項」と，第八十八条第二号中「介護給

付費又は特例介護給付費」とあるのは

「特例介護給付費又は特例訓練等給付
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項中「前条」とあるのは「第二百二十三

条第一項において準用する前条」と読み

替えるものとする。 

 

２〜５ （略） 

 

（新設） 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

費」と，第九十二条第一項中「前条」と

あるのは「第二百二十三条第一項におい

て準用する前条」と読み替えるものとす

る。 

２〜５ （略） 

 

第二十章 雑則 

（電磁的記録等） 

第二百二十四条 指定障害福祉サービス事

業者及びその従業者は，作成，保存その

他これらに類するもののうち，この省令

の規定において書面（書面，書類，文

書，謄本，抄本，正本，副本，複本その

他文字，図形等人の知覚によって認識す

ることができる情報が記載された紙その

他の有体物をいう。以下この条において

同じ。）で行うことが規定されている又

は想定されるもの（第十条第一項（第四

十三条第一項及び第二項，第四十三条の

四，第四十八条第一項及び第二項，第九

十三条，第九十三条の五，第百三十六

条，第百六十二条，第百六十二条の四，

第百七十一条，第百七十一条の四，第百

八十四条，第百九十七条，第二百二条，

第二百六条，第二百六条の十二，第二百

六条の二十並びに第二百二十三条第一項

において準用する場合を含む。），第十

四条（第四十三条第一項及び第二項，第

四十三条の四，第四十八条第一項及び第

二項，第七十六条，第九十三条，第九十

三条の五，第百二十五条，第百二十五条

の四，第百三十六条，第百六十二条，第

百六十二条の四，第百七十一条，第百七

十一条の四，第百八十四条，第百九十七

条，第二百二条，第二百六条，第二百六

条の十二，第二百六条の二十，第二百十

三条，第二百十三条の十一，第二百十三

条の二十二並びに第二百二十三条第一項

において準用する場合を含む。），百二

十五条の四において準用する場合を含
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む。），第二百十条の三第一項（第二百

十三条の十一及び第二百十三条の二十二

において準用する場合を含む。）及び次

項に規定するものを除く。）について

は，書面に代えて，当該書面に係る電磁

的記録（電子的方式，磁気的方式その他

人の知覚によっては認識することができ

ない方式で作られる記録であって，電子

計算機による情報処理の用に供されるも

のをいう。）により行うことができる。 

２ 指定障害福祉サービス事業者及びその

従業者は，交付，説明，同意，締結その

他これらに類するもの（以下「交付等」

という。）のうち，この省令の規定にお

いて書面で行うことが規定されている又

は想定されるものについては，当該交付

等の相手方の承諾を得て，当該交付等の

相手方が利用者である場合には当該利用

者に係る障害の特性に応じた適切な配慮

をしつつ，書面に代えて，電磁的方法

（電子的方法，磁気的方法その他人の知

覚によって認識することができない方法

をいう。）によることができる。 
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議案第 147 号 

福岡市指定障がい者支援施設等の人員，設備及び運営の基準等を定める条例の一部を

改正する条例案 

 
１ 改正理由 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害者支援

施設等の人員，設備及び運営に関する基準の一部改正に鑑み，指定障害者支援施設等にお

ける諸記録について電磁的記録による作成等を認める等の必要があるによる。 
 
２ 改正内容 

(1) 指定障害者支援施設等における諸記録の作成，保存等について，電磁的記録による対

応を認める。（第 63条第１項関係） 

(2) 利用者等への説明，同意等のうち，書面で行うものについて，電磁的方法による対応

を認める。（第 63条第２項関係） 

 

３ 施行期日 

令和３年７月１日 

 

４ 福岡市指定障がい者支援施設等の人員，設備及び運営の基準等を定める条例新旧対照表 

※下線部分が改正部分 

旧 新 

目次 目次 

第１章 （略） 

第２章 （略） 

 第１節～第２節 （略） 

第１章 （略） 

第２章 （略） 

 第１節～第２節 （略） 

第３節 運営に関する基準（第11条―

第62条） 

 

第３節 運営に関する基準（第11条―

第62条） 

第３章 雑則（第63条） 

附則 

 

附則 

 

第１条～第62条 （略） 

 

第１条～第62条 （略） 

 

 （新設） 

 

 

 

 

 

 

第３章 雑則 

（電磁的記録等） 

第63条 指定障害者支援施設等及びその従

業者は，作成，保存その他これらに類す

るもののうち，この条例の規定において

書面（書面，書類，文書，謄本，抄本，

正本，副本，複本その他文字，図形等人
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以下略 
 

の知覚によって認識することができる情

報が記載された紙その他の有体物をい

う。以下この条において同じ。）で行う

ことが規定されている又は想定されるも

の（第12条第１項，第16条及び次項に規

定するものを除く。）については，書面

に代えて，当該書面に係る電磁的記録

（電子的方式，磁気的方式その他人の知

覚によっては認識することができない方

式で作られる記録であって，電子計算機

による情報処理の用に供されるものをい

う。）により行うことができる。 

２ 指定障害者支援施設等及びその従業者

は，交付，説明，同意，締結その他これ

らに類するもの（以下「交付等」とい

う。）のうち，この条例の規定において

書面で行うことが規定されている又は想

定されるものについては，当該交付等の

相手方の承諾を得て，当該交付等の相手

方が利用者である場合には当該利用者に

係る障がいの特性に応じた適切な配慮を

しつつ，書面に代えて，電磁的方法（電

子的方法，磁気的方法その他人の知覚に

よって認識することができない方法をい

う。）によることができる。 

 

以下略 
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参考資料 

 
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害者支援施設

等の人員，設備及び運営に関する基準（抄） 

※下線部分が改正部分 

改正前 改正後 

目次 

第一章・第二章 （略）  

 

附則 

 

（新設） 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目次 

第一章・第二章 （略）  

第三章 雑則（第五十七条） 

附則 

 

第三章 雑則 

（電磁的記録等） 

第五十七条 指定障害者支援施設等及びそ

の従業者は，作成，保存その他これらに

類するもののうち，この省令の規定にお

いて書面（書面，書類，文書，謄本，抄

本，正本，副本，複本その他文字，図形

等人の知覚によって認識することができ

る情報が記載された紙その他の有体物を

いう。以下この条において同じ。）で行

うことが規定されている又は想定される

もの（第八条第一項，第十二条及び次項

に規定するものを除く。）については，

書面に代えて，当該書面に係る電磁的記

録（電子的方式，磁気的方式その他人の

知覚によっては認識することができない

方式で作られる記録であって，電子計算

機による情報処理の用に供されるものを

いう。）により行うことができる。 

２ 指定障害者支援施設等及びその従業者

は，交付，説明，同意，締結その他これ

らに類するもの（以下「交付等」とい

う。）のうち，この省令の規定において

書面で行うことが規定されている又は想

定されるものについては，当該交付等の

相手方の承諾を得て，当該交付等の相手

方が利用者である場合には当該利用者に

係る障害の特性に応じた適切な配慮をし

つつ，書面に代えて，電磁的方法（電子

19



 

 

 

 

附 則 

（就労） 

第七条 （略） 

２ （略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

（賃金等） 

第八条 （略）  

（新設） 

 

 

 

 

 

２・３ （略） 

４ 第二項の規定により雇用契約を締結し

ていない利用者それぞれに対し支払われ

る一月あたりの工賃の平均額は，三千円

を下回ってはならない。 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

的方法，磁気的方法その他人の知覚によ

って認識することができない方法をい

う。）によることができる。 

 

附 則 

（就労） 

第七条 （略） 

２ （略） 

３ 経過的指定障害者支援施設等は，就労

継続支援Ａ型を提供する場合における就

労の機会の提供に当たっては，利用者の

就労に必要な知識及び能力の向上に努め

るとともに，その希望を踏まえたものと

しなければならない。 

 

（賃金等） 

第八条 （略）  

２ 経過的指定障害者支援施設等は，就労

継続支援Ａ型を提供する場合には，生産

活動に係る事業の収入から生産活動に係

る事業に必要な経費を控除した額に相当

する金額が，利用者に支払う賃金の総額

以上となるようにしなければならない。 

３・４ （略） 

５ 第三項の規定により雇用契約を締結し

ていない利用者それぞれに対し支払われ

る一月あたりの工賃の平均額は，三千円

を下回ってはならない。 

６ 賃金及び第三項に規定する工賃の支払

いに要する額は，原則として，自立支援

給付をもって充ててはならない。ただ

し，災害その他やむを得ない理由がある

場合は，この限りでない。 

 

 （運営規程） 

第十三条の二 経過的指定障害者支援施設

等は，就労継続支援Ａ型を提供する場合

には，次の各号に掲げる事業の運営につ

いての重要事項に関する運営規程を定め

ておかなければならない。 
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（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（経過的指定障害者支援施設等に関する

読替え） 

第十四条 経過的指定障害者支援施設等に

ついて第十一条，第十九条，第二十七条

一 事業の目的及び運営の方針 

二 従業者の職種，員数及び職務の内容 

三 営業日及び営業時間 

四 利用定員 

五 提供する就労継続支援Ａ型の内容 

（生産活動に係るものを除く。）並び

に支給決定障害者から受領する費用の

種類及びその額 

六 提供する就労継続支援Ａ型の内容 

（生産活動に係るものに限る。），賃

金及び附則第八条第三項に規定する工

賃並びに利用者の労働時間及び作業時

間 

七 通常の事業の実施地域 

八 サービスの利用に当たっての留意事 

  項 

九 緊急時等における対応方法 

十 非常災害対策 

十一 事業の主たる対象とする障害の種 

類を定めた場合には当該障害の種類 

十二 虐待の防止のための措置に関する 

事項 

十三 その他運営に関する重要事項 

 

（厚生労働大臣が定める事項の評価等） 

第十三条の三 経過的指定障害者支援施設

等は，就労継続支援Ａ型を提供する場合

には，おおむね一年に一回以上，利用者

の労働時間その他の当該経過的指定障害

者支援施設等の運営状況に関し必要な事

項として厚生労働大臣が定める事項につ

いて，厚生労働大臣が定めるところによ

り，自ら評価を行い，その結果をインタ

ーネットの利用その他の方法により公表

しなければならない。 

 

（経過的指定障害者支援施設等に関する

読替え） 

第十四条 経過的指定障害者支援施設等に

ついて第十一条，第十九条及び第二十七
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及び第二十八条の規定を適用する場合に

おいては，第十一条第一項，第十九条第

三項第二号及び第二十七条第二項中「又

は就労移行支援」とあるのは「，就労移

行支援，就労継続支援Ａ型又は就労継続

支援Ｂ型」と，第二十八条中「又は就労

移行支援」とあるのは「，就労移行支援

又は就労継続支援Ｂ型」とする。 

条の規定を適用する場合においては，第

十一条第一項，第十九条第三項第二号及

び第二十七条第二項中「又は就労継続支

援Ｂ型」とあるのは，「，就労継続支援

Ａ型又は就労継続支援Ｂ型」とする。 
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議案第 148 号 

福岡市障がい福祉サービス事業の設備及び運営の基準を定める条例の一部を改正す

る条例案 

 
１ 改正理由 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく障害福祉サービ

ス事業の設備及び運営に関する基準の一部改正に鑑み，障害福祉サービス事業者における

諸記録について電磁的記録による作成等を認める等の必要があるによる。 
 
２ 改正内容 

(1) 障害福祉サービス事業者における諸記録の作成，保存等について，電磁的記録による

対応を認める。（第 92条第１項関係） 

(2) 利用者等への説明，同意等のうち，書面で行うものについて，電磁的方法による対応

を認める。（第 92条第２項関係） 

 

３ 施行期日 

令和３年７月１日 

 

４ 福岡市障がい福祉サービス事業の設備及び運営の基準を定める条例新旧対照表 

※下線部分が改正部分 

旧 新 

目次 目次 

第１章～第８章 （略） 第１章～第８章 （略） 

第９章 多機能型に関する特例（第89条

―第91条） 

  

第９章 多機能型に関する特例（第89条

―第91条） 

第10章 雑則（第92条） 

附則 

 

附則 

 

第１条～第91条 （略） 

 

第１条～第91条 （略） 

 

 （新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

第10章 雑則 

（電磁的記録等） 

第92条 障害福祉サービス事業者及びその

職員は，作成，保存その他これらに類す

るもののうち，この条例の規定において

書面（書面，書類，文書，謄本，抄本，

正本，副本，複本その他文字，図形等人

の知覚によって認識することができる情

報が記載された紙その他の有体物をい
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以下略 

う。以下この条において同じ。）で行う

ことが規定されている又は想定されるも

の（次項に規定するものを除く。）につ

いては，書面に代えて，当該書面に係る

電磁的記録（電子的方式，磁気的方式そ

の他人の知覚によっては認識することが

できない方式で作られる記録であって，

電子計算機による情報処理の用に供され

るものをいう。）により行うことができ

る。 

２ 障害福祉サービス事業者及びその職員

は，交付，説明，同意，締結その他これ

らに類するもの（以下「交付等」とい

う。）のうち，この条例の規定において

書面で行うことが規定されている又は想

定されるものについては，当該交付等の

相手方の承諾を得て，当該交付等の相手

方が利用者である場合には当該利用者に

係る障がいの特性に応じた適切な配慮を

しつつ，書面に代えて，電磁的方法（電

子的方法，磁気的方法その他人の知覚に

よって認識することができない方法をい

う。）によることができる。 

 

以下略 
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参考資料 

 
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく障害福祉サービス事

業の設備及び運営に関する基準（抄） 
※下線部分が改正部分 

改正前 改正後 

目次 

第一章〜第九章 （略） 

 

附則 

 

   （新設） 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目次 

第一章〜第九章 （略） 

第十章 雑則（第九十二条） 

附則 

 

   第十章 雑則 

（電磁的記録等） 

第九十二条 障害福祉サービス事業者及び

その職員は，作成，保存その他これらに

類するもののうち，この省令の規定にお

いて書面（書面，書類，文書，謄本，抄

本，正本，副本，複本その他文字，図形

等人の知覚によって認識することができ

る情報が記載された紙その他の有体物を

いう。以下この条において同じ。）で行

うことが規定されている又は想定される

もの（次項に規定するものを除く。）に

ついては，書面に代えて，当該書面に係

る電磁的記録（電子的方式，磁気的方式

その他人の知覚によっては認識すること

ができない方式で作られる記録であっ

て，電子計算機による情報処理の用に供

されるものをいう。）により行うことが

できる。 

２ 障害福祉サービス事業者及びその職員

は，交付，説明，同意，締結その他これ

らに類するもの（以下「交付等」とい

う。）のうち，この省令の規定において

書面で行うことが規定されている又は想

定されるものについては，当該交付等の

相手方の承諾を得て，当該交付等の相手

方が利用者である場合には当該利用者に

係る障害の特性に応じた適切な配慮をし

つつ，書面に代えて，電磁的方法（電子
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的方法，磁気的方法その他人の知覚によ

って認識することができない方法をい

う。）によることができる。 
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議案第 149 号 

福岡市地域活動支援センターの設備及び運営の基準を定める条例の一部を改正する

条例案 

 
１ 改正理由 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく地域活動支援セ

ンターの設備及び運営に関する基準の一部改正に鑑み，地域活動支援センターにおける諸

記録について電磁的記録による記録等を認める等の必要があるによる。 
 
２ 改正内容 

(1) 地域活動支援センターにおける諸記録の記録，保存等について，電磁的記録による対

応を認める。（第 20条第１項関係） 

(2) 利用者等への説明，同意等のうち，書面で行うものについて，電磁的方法による対応

を認める。（第 20条第２項関係） 

 

３ 施行期日 

令和３年７月１日 

 

４ 福岡市地域活動支援センターの設備及び運営の基準を定める条例の一部を改正する条例

新旧対照表 

※下線部分が改正部分 

旧 新 

第１条～第19条 （略） 

 

第１条～第19条 （略） 

 

 （新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（電磁的記録等） 

第20条 地域活動支援センター及びその職

員は，記録，保存その他これらに類する

もののうち，この条例の規定において書

面（書面，書類，文書，謄本，抄本，正

本，副本，複本その他文字，図形等人の

知覚によって認識することができる情報

が記載された紙その他の有体物をいう。

以下この条において同じ。）で行うこと

が規定されている又は想定されるもの

（次項に規定するものを除く。）につい

ては，書面に代えて，当該書面に係る電

磁的記録（電子的方式，磁気的方式その

他人の知覚によっては認識することがで

きない方式で作られる記録であって，電

子計算機による情報処理の用に供される
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以下略 

ものをいう。）により行うことができ

る。 

２ 地域活動支援センター及びその職員

は，説明，同意その他これらに類するも

の（以下「説明等」という。）のうち，

この条例の規定において書面で行うこと

が規定されている又は想定されるものに

ついては，当該説明等の相手方の承諾を

得て，当該説明等の相手方が利用者であ

る場合には当該利用者に係る障がいの特

性に応じた適切な配慮をしつつ，書面に

代えて，電磁的方法（電子的方法，磁気

的方法その他人の知覚によって認識する

ことができない方法をいう。）によるこ

とができる。 

 

以下略 
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参考資料 

 
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく地域活動支援センタ

ーの設備及び運営に関する基準（抄） 

※下線部分が改正部分 

改正前 改正後 

 

（新設） 

 

 

 （電磁的記録等） 

第十九条 地域活動支援センター及びその

職員は，記録，保存その他これらに類す

るもののうち，この省令の規定において

書面（書面，書類，文書，謄本，抄本，

正本，副本，複本その他文字，図形等人

の知覚によって認識することができる情

報が記載された紙その他の有体物をい

う。以下この条において同じ。）で行う

ことが規定されている又は想定されるも

の（次項に規定するものを除く。）につ

いては，書面に代えて，当該書面に係る

電磁的記録（電子的方式，磁気的方式そ

の他人の知覚によっては認識することが

できない方式で作られる記録であって，

電子計算機による情報処理の用に供され

るものをいう。）により行うことができ

る。 

２ 地域活動支援センター及びその職員

は，説明，同意その他これらに類するも

の（以下「説明等」という。）のうち，

この省令の規定において書面で行うこと

が規定されている又は想定されるものに

ついては，当該説明等の相手方の承諾を

得て，当該説明等の相手方が利用者であ

る場合には当該利用者に係る障害の特性

に応じた適切な配慮をしつつ，書面に代

えて，電磁的方法（電子的方法，磁気的

方法その他人の知覚によって認識するこ

とができない方法をいう。）によること

ができる。 
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議案第 150 号 

福岡市福祉ホームの設備及び運営の基準を定める条例の一部を改正する条例案 

 
１ 改正理由 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく福祉ホームの設

備及び運営に関する基準の一部改正に鑑み，福祉ホームにおける諸記録について電磁的記

録による記録等を認める等の必要があるによる。 
 
２ 改正内容 

(1) 福祉ホームにおける諸記録の記録，保存等について，電磁的記録による対応を認める。

（第 18 条第１項関係） 

(2) 利用者等への説明，同意等のうち，書面で行うものについて，電磁的方法による対応

を認める。（第 18条第２項関係） 

 

３ 施行期日 

令和３年７月１日 

 

４ 福岡市福祉ホームの設備及び運営の基準を定める条例の一部を改正する条例新旧対照表 

※下線部分が改正部分 

旧 新 

第１条～第17条 （略） 

 

第１条～第17条 （略） 

 

 （新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（電磁的記録等） 

第18条 福祉ホーム及びその職員は，記

録，保存その他これらに類するもののう

ち，この条例の規定において書面（書

面，書類，文書，謄本，抄本，正本，副

本，複本その他文字，図形等人の知覚に

よって認識することができる情報が記載

された紙その他の有体物をいう。以下こ

の条において同じ。）で行うことが規定

されている又は想定されるもの（次項に

規定するものを除く。）については，書

面に代えて，当該書面に係る電磁的記録

（電子的方式，磁気的方式その他人の知

覚によっては認識することができない方

式で作られる記録であって，電子計算機

による情報処理の用に供されるものをい

う。）により行うことができる。 

２ 福祉ホーム及びその職員は，説明，同
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以下略 

意その他これらに類するもの（以下「説

明等」という。）のうち，この条例の規

定において書面で行うことが規定されて

いる又は想定されるものについては，当

該説明等の相手方の承諾を得て，当該説

明等の相手方が利用者である場合には当

該利用者に係る障がいの特性に応じた適

切な配慮をしつつ，書面に代えて，電磁

的方法（電子的方法，磁気的方法その他

人の知覚によって認識することができな

い方法をいう。）によることができる。 

 

以下略 
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参考資料 

 
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく福祉ホームの設備及

び運営に関する基準（抄） 

※下線部分が改正部分 

改正前 改正後 

 

（新設） 

 

 

 （電磁的記録等） 

第十八条 福祉ホーム及びその職員は，記

録，保存その他これらに類するもののう

ち，この省令の規定において書面（書

面，書類，文書，謄本，抄本，正本，副

本，複本その他文字，図形等人の知覚に

よって認識することができる情報が記載

された紙その他の有体物をいう。以下こ

の条において同じ。）で行うことが規定

されている又は想定されるもの（次項に

規定するものを除く。）については，書

面に代えて，当該書面に係る電磁的記録

（電子的方式，磁気的方式その他人の知

覚によっては認識することができない方

式で作られる記録であって，電子計算機

による情報処理の用に供されるものをい

う。）により行うことができる。 

２ 福祉ホーム及びその職員は，説明，同

意その他これらに類するもの（以下「説

明等」という。）のうち，この省令の規

定において書面で行うことが規定されて

いる又は想定されるものについては，当

該説明等の相手方の承諾を得て，当該説

明等の相手方が利用者である場合には当

該利用者に係る障害の特性に応じた適切

な配慮をしつつ，書面に代えて，電磁的

方法（電子的方法，磁気的方法その他人

の知覚によって認識することができない

方法をいう。）によることができる。 
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議案第 151 号 

福岡市障がい者支援施設の設備及び運営の基準を定める条例の一部を改正する条例

案 

 
１ 改正理由 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく障害者支援施設

の設備及び運営に関する基準の一部改正に鑑み，障害者支援施設における諸記録について

電磁的記録による作成等を認める等の必要があるによる。 
 
２ 改正内容 

(1) 障害者支援施設における諸記録の作成，保存等について，電磁的記録による対応を認

める。（第 47条第１項関係） 

(2) 利用者等への説明，同意等のうち，書面で行うものについて，電磁的方法による対応

を認める。（第 47条第２項関係） 

 

３ 施行期日 

令和３年７月１日 

 

４ 福岡市障がい者支援施設の設備及び運営の基準を定める条例新旧対照表 

※下線部分が改正部分 

旧 新 

目次 目次 

第１章 （略） 第１章 （略） 

 第２章 設備及び運営に関する基準（第

４条―第46条） 

第２章 設備及び運営に関する基準（第

４条―第46条） 

第３章 雑則（第47条） 

附則 

 

附則 

 

第１条～第46条 （略） 

 

第１条～第46条 （略） 

 

 （新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 雑則 

（電磁的記録等） 

第47条 障害者支援施設及びその職員は，

作成，保存その他これらに類するものの

うち，この条例の規定において書面（書

面，書類，文書，謄本，抄本，正本，副

本，複本その他文字，図形等人の知覚に

よって認識することができる情報が記載

された紙その他の有体物をいう。以下こ
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以下略 

の条において同じ。）で行うことが規定

されている又は想定されるもの（次項に

規定するものを除く。）については，書

面に代えて，当該書面に係る電磁的記録

（電子的方式，磁気的方式その他人の知

覚によっては認識することができない方

式で作られる記録であって，電子計算機

による情報処理の用に供されるものをい

う。）により行うことができる。 

２ 障害者支援施設及びその職員は，交

付，説明，同意，締結その他これらに類

するもの（以下「交付等」という。）の

うち，この条例の規定において書面で行

うことが規定されている又は想定される

ものについては，当該交付等の相手方の

承諾を得て，当該交付等の相手方が利用

者である場合には当該利用者に係る障が

いの特性に応じた適切な配慮をしつつ，

書面に代えて，電磁的方法（電子的方

法，磁気的方法その他人の知覚によって

認識することができない方法をいう。）

によることができる。 

 

以下略 
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参考資料 

 
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく障害者支援施設の設

備及び運営に関する基準（抄） 

※下線部分が改正部分 
改正前 改正後 

目次 

第一章・第二章 （略） 

 

附則 

 

   （新設） 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目次 

第一章・第二章 （略） 

第三章 雑則（第四十四条） 

附則 

 

第三章 雑則 

（電磁的記録等） 

第四十四条 障害者支援施設及びその職員

は，作成，保存その他これらに類するも

ののうち，この省令の規定において書面

（書面，書類，文書，謄本，抄本，正

本，副本，複本その他文字，図形等人の

知覚によって認識することができる情報

が記載された紙その他の有体物をいう。

以下この条において同じ。）で行うこと

が規定されている又は想定されるもの

（次項に規定するものを除く。）につい

ては，書面に代えて，当該書面に係る電

磁的記録（電子的方式，磁気的方式その

他人の知覚によっては認識することがで

きない方式で作られる記録であって，電

子計算機による情報処理の用に供される

ものをいう。）により行うことができ

る。 

２ 障害者支援施設及びその職員は，交

付，説明，同意，締結その他これらに類

するもの（以下「交付等」という。）の

うち，この省令の規定において書面で行

うことが規定されている又は想定される

ものについては，当該交付等の相手方の

承諾を得て，当該交付等の相手方が利用

者である場合には当該利用者に係る障害

の特性に応じた適切な配慮をしつつ，書

面に代えて，電磁的方法（電子的方法，
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附 則 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （就労） 

第七条 （略） 

２ （略） 

（新設） 

 

磁気的方法その他人の知覚によって認識

することができない方法をいう。）によ

ることができる。 

 

附 則 

（運営規程） 

第五条の二 経過的障害者支援施設は，就

労継続支援Ａ型を提供する場合には，次

の各号に掲げる事業の運営についての重

要事項に関する運営規程を定めておかな

ければならない。 

一 事業の目的及び運営の方針 

二 職員の職種，員数及び職務の内容 

三 営業日及び営業時間 

四 利用定員 

五 提供する就労継続支援Ａ型の内容

（生産活動に係るものを除く。）並び

に利用者から受領する費用の種類及び

その額 

六 提供する就労継続支援Ａ型の内容

（生産活動に係るものに限る。），賃

金及び附則第八条第三項に規定する工

賃並びに利用者の労働時間及び作業時

間 

七 通常の事業の実施地域 

八 サービスの利用に当たっての留意事 

 項 

九 緊急時等における対応方法 

十 非常災害対策 

十一 事業の主たる対象とする障害の種

類を定めた場合には当該障害の種類 

十二 虐待の防止のための措置に関する

事項 

十三 その他運営に関する重要事項 

 

（就労） 

第七条 （略） 

２ （略） 

３ 経過的障害者支援施設は，就労継続支

援Ａ型を提供する場合における就労の機
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 （賃金等） 

第八条 （略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

２・３ （略） 

４ 第二項の規定により雇用契約を締結し

ていない利用者それぞれに対し支払われ

る一月あたりの工賃の平均額は，三千円

を下回ってはならない。 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（経過的障害者支援施設に関する読替

え） 

第十四条 経過的障害者支援施設について

第十三条及び第二十二条の規定を適用す

る場合においては，第十三条第一項及び

第二十二条第二項中「又は就労移行支

援」とあるのは，「，就労移行支援，就

労継続支援Ａ型又は就労継続支援Ｂ型」

と読み替えるものとする。 

会の提供に当たっては，利用者の就労に

必要な知識及び能力の向上に努めるとと

もに，その希望を踏まえたものとしなけ

ればならない。 

 

（賃金等） 

第八条 （略） 

２ 経過的障害者支援施設は，就労継続支

援Ａ型を提供する場合には，生産活動に

係る事業の収入から生産活動に係る事業

に必要な経費を控除した額に相当する金

額が，利用者に支払う賃金の総額以上と

なるようにしなければならない。 

３・４ （略） 

５ 第三項の規定により雇用契約を締結し

ていない利用者それぞれに対し支払われ

る一月あたりの工賃の平均額は，三千円

を下回ってはならない。 

 

（厚生労働大臣が定める事項の評価等） 

第十三条の二 経過的障害者支援施設は，

就労継続支援Ａ型を提供する場合には，

おおむね一年に一回以上，利用者の労働

時間その他の当該経過的指定障害者支援

施設の運営状況に関し必要な事項として

厚生労働大臣が定める事項について，厚

生労働大臣が定めるところにより，自ら

評価を行い，その結果をインターネット

の利用その他の方法により公表しなけれ

ばならない。 

 

（経過的障害者支援施設に関する読替

え） 

第十四条 経過的障害者支援施設について

第十三条及び第二十二条の規定を適用す

る場合においては，第十三条第一項及び

第二十二条第二項中「又は就労継続支援

Ｂ型」とあるのは，「，就労継続支援Ａ

型又は就労継続支援Ｂ型」と読み替える

ものとする。 
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